
２年間の事業計画
　　初年度（令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日）

　初年度においては、法人設立後○月を目途に診療所の開設を行います。また、医療法人化したことの周知のため、看板等改修費用として○万円の支出を予定しています。
　さらに、職員の教育研修を毎月１回実施することを予定しており、外部講師招聘費用や研修に係る事務経費として、年額○万円の支出を予定しています。

　初年度の収支見込については、別添設立後２年間の予算書のとおりです。
　　次年度（令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日）

　次年度においては、常勤看護師○名の増員を予定しています。これに伴い、増員する職員の給与費として年額○万円、職員増員に伴う個人用ロッカー等の備品整備費として年額○万円の支出の増加を見込んでおります。
　また、業務拡大による設備投資として、医療機器○○の購入を予定しており、○○万円の支出を予定しています。
　さらに、初年度に引き続き職員の教育研修を実施するため、年額○万円の支出を予定しています。
　次年度の収支見込については、別添設立後２年間の予算書のとおりです。

(注)１．当該年度に行おうとする事業計画、建物増改築計画、物品購入計画、病床計画、資金及び債務の弁済計画、職員採用計画、収支見込等該当するものを箇条書きする。
　　２．診療所の医療法人での開設時期を必ず記載すること。

　　３．この事業計画は予算の内容と関連するため、予算書と一致させること。

・個人開設後１年以上経過している場合かつ一人医師医療法人（常勤医師が３名未満）の場合には、添付不要であること。


・ただし、病床を保有している場合や医療法人化に伴い、診療体制に大きな変更がある場合（法人化に伴い、医師を増員する場合等）には、添付が必要であること。


・初年度が６ヶ月に満たない場合は、３年度分作成すること。


・書類の添付が不要の場合であっても、作成自体が省略できるわけではないことに注意すること。








